
 

 

所 青 第 ４ ８ ０ 号 
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所沢市長 藤本 正人 様  

 所沢市放課後児童対策協議会  

会 長  笹 井  宏 益  

 

放課後児童対策一体運営事業について（答申） 

 

 令和３年１１月１９日付け所青第２７９号にて諮問のありました標記の件につき

まして、下記のとおり答申いたします。 

 

記 

 

放課後児童対策一体運営事業の目指すべき今後の方向性について 

 

中富小学校で実施している、放課後児童対策一体運営事業は、放課後児童健全育

成事業と放課後子供教室を同一の事業者が一体的に運営するモデル事業として、平

成２７年度に市の直営で開設し、平成３０年度に両事業を民間事業者へ委託し今年

度で８年目となった。 

直営時代も民間委託後も問題なく運営しており、当事業の登録率は中富小学校の

全校児童の５３％に上り、日々の平均参加児童数は全校児童の１８％に当たる５１

人と大変人気のある事業であり、モニタリングや利用者アンケートなどでも高い評

価を得ている。 

しかし、中富ほうかご広場は地域との連携が不足していることや、所沢市全体で

は市内３２校中２１校が当事業を未実施であるなど普及が進んでいないという課題

もあり、当事業の更なる充実と普及のために、以下の４つの視点に留意し、今後の

放課後児童対策一体運営事業の方向性として検討いただきたい。 

 

（１）プログラムの充実について 

 ・地域・学校の連携によるプログラムの充実を図る。 

 ・利用者の意見を反映した事業を企画する。 

（２）地域資源の活用について 

 ・地域の資源（自治会・スポーツ・文化団体 等）を活用し連携を図る。 

 ・地域を巻き込み協働参画できる企画や事業のあり方を検討する。 

 ・利用者（保護者）が活動に参画できるよう推進する。 

（３）運営方法・運営形態について 

 ・収入・経費のあり方を考える。 

 ・継続的に地域が参画できるモデルを検討していく。 

（４）事業の普及について 

 ・開設手順などの”見える化”を推進する。 

 ・開設・運営の負担の少ない事業を設計する。 


